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弁護士法人デイライト法律事務所は、労務、ビジネス関連のニュースや当事務所の近況などを、ニュー
スレターとして不定期にお送りさせていただいております。四季折々のお手紙としてご理解いただき、当事
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今月の内容

● ワクチン休暇についてどう対応すべき？
● コロナ関連の倒産が累計１９００件へ〜資金繰りへの対応は早めに〜
● 編集後記 月刊誌へのコラム掲載

●ワクチン休暇についてどう対応すべき？

新型コロナウイルスの感染拡大が続いて
います。８月２０日現在、首都圏や大阪だけ
でなく、もはや全国的に連日新規陽性者が
過去最高を記録しています。

福岡県でも今月に入り、１日の新規陽性
者が初めて１０００人を超え、再び緊急事態
宣言が発出されました。

このような中、新型コロナウイルスの感染
を予防する、万が一、ブレークスルー感染
が生じてしまった場合でも重症化を防ぐ効
果があるとされているのがワクチンです。

国や地方自治体は急ピッチでワクチン接
種を進めており、医療従事者や高齢者の接
種が一段落し、徐々に若い世代が接種でき
るようになってきました。

弊所の所在する福岡市でも、２０代、３０
代の接種が進み始めています。また、北九
州市も２０代、３０代がようやく予約ができる
ようになってきています。

ワクチンについては、副反応の問題はも
ちろん、できたばかりで将来的に何がある
かわからないという不安の声も多くあります
が、職場での感染を防ぐために、ワクチン

接種を推奨する企業、経営者の方が多い
のではないでしょうか？

ワクチン接種を巡っては、「ワクチン休暇」
を企業で導入するかどうかという問題があ
り、実際に顧問先企業の皆様からのお問い
合わせもあっております。

そこで、今回は「ワクチン休暇」について、
企業としてどのように対応すればよいか解
説していきます。

・「ワクチン休暇」とは

そもそもワクチン休暇とは、法律で定めら
れたものではありません。予約の関係でど
うしても平日の日中の間、ワクチンの接種
のために仕事を休まなければならない、接
種後に発熱などの副反応が心配で仕事を
あらかじめ休みにできると助かる、あるいは
実際に副反応が出た場合に休むといった
ケースを念頭において、ワクチンの接種に
関連する休暇を広くさしています。

こうしたワクチン休暇の取扱いに対して、
企業が取りうる選択肢としては、以下の３通
りが考えられます。

この記事につい
てのお問い合わ
せは西村までお
気軽にどうぞ。
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１ 無給休暇とする

ワクチン接種といえども、他の体調不良と同
様に、仕事を休む以上、休んだ時間について
は、実際に仕事をしていないわけですので、
ノーワーク・ノーペイの原則にしたがって、無給
とし、給与を支給しない休みとして取り扱うとい
うものです。

２ 有給休暇として取扱う

第２の方法としては、各従業員に与えられる
有給休暇を使用する方法です。ご承知のとおり、
企業は年間１０日以上の有給休暇を保有する
従業員にはその半分に当たる５日以上を毎年
現実に取得させなければならないとされていま
すので、例えば、今回のワクチン接種に対して、
接種当日と翌日の２日分×２回＝４日間を有
給休暇として活用するという選択肢もあり得ま
す。

もちろん、接種する従業員を一律に計画年休
として処理するのではなく、個別の従業員ごと
に有給休暇として取り扱っていただくことも可能
です。

例えば、副反応が生じた従業員のみ、従業員
からの申請で有給休暇を認めるということもで
きます。この場合は、他の体調不良で欠勤した
場合に事後的に有給休暇の申請を認めるとい
う処理と同様になります。

３ 特別休暇として取扱う

第３の方法としては、今回のワクチン接種に
あたって、企業として特別休暇を設定するとい
うものです。大企業が先行して職域接種を始め
る前に主に検討されていたのが、この特別休
暇としてワクチン休暇を導入するかどうかでし
た。

特別休暇については、法律上の休暇ではなく、
各企業のルールに基づいて用意された制度で
すので、他の慶弔規定（結婚や親族が亡くなっ
た場合などに取得が認められる休暇）と同様に
無給でも有給でも構いません。したがって、特
別休暇とする場合には、企業として無給とする
か、有給とするかを自由に決定することができ
ます。

このように、一口にワクチン休暇といっても、
どのように休暇として取り扱うかには違いがあ
ります。そこで、こうした整理を踏まえて、それ
ぞれのメリット、
デメリットを押
さえておくこと
が必要です。

・それぞれの取扱いのメリット・デメリット

１ 無給休暇の場合

【メリット】
・他の場合の欠勤と差を設けないので、画一的
な処理ができる

【デメリット】
・ワクチン接種を受けたくても受けれないという
不満が生じる可能性がある
・企業としてワクチン接種を推奨することの意
思が伝わりづらい

２ 有給休暇の場合

【メリット】
・有給なので、ワクチン接種に対する障壁が無
給に比べ解消される
・副反応が生じても休んでよいという安心感が
生じる

【デメリット】
・有給休暇のない従業員から不満が生じる可
能性がある
・計画年休とする場合は、有給休暇を自由に取
りたいという従業員から反対される可能性が
ある
・事後申請を認めない場合、事前に申請しない
といけないため、接種へのモチベーションにつ
ながらない
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３ 特別休暇の場合

【メリット】
・企業がワクチン接種を推奨していることを従
業員に浸透させやすい
・制度を設けることで有給休暇をもっているか
どうかに関わらず、画一的な対応が可能とな
る

【デメリット】
・有給で休暇を導入する場合、企業側にその
金銭的なコストが生じる
・無給で休暇を導入する場合、従業員から無
給の特別休暇なら意味がないと反発が生じ
る
可能性がある

企業や経営者の皆様は、自分たちの職場の
従業員数や従業員同士の接触頻度、職務内
容や顧客や取引先との接触頻度などを考慮し
て、ワクチン接種に対して、どのような対応を
取るか検討しておくことが必要です。

その上で、自社の方針を従業員に伝えてい
き、職場感染のリスクを下げていかなければな
りません。

個別のご相談があればお気軽にご相談くだ
さい。

https://www.fukuoka-roumu.jp/column/10091/

●コロナ関連の倒産が累計１９００件へ
〜資金繰りへの対応は早めに〜

企業情報の収集や分析を行っている東京商
工リサーチによると、今月に入って新型コロナ
ウイルスの感染拡大により影響を受けた結果、
倒産を選択した企業の累計が１９００社を超え
たとのことです。

月別でみると、２か月前の６月が１６５件、７
月が１４６件で、増加傾向にあります。原因とし
ては、やはり何度も来る感染の波により、影響
が長期化していることが要因といえます。

実際、業種別でみると、飲食業が３４５件、建
設業が１８３件、製造業が２３４件となっており、
飲食店が最多です。

弊所の破産・再生部門に注力している破産・
再生チームでも、２０２１年に入って以降、大小
様々な企業の方から倒産・再生に関するご相
談が増えてきております。

こうした倒産・再生に関するご相談をお受け
する中で気になるのが、ご相談のタイミングで
す。

ご相談の中には、「もうどうしようもないと思っ
てからはじめて弁護士に相談することにしまし
た」、「破産は最後の手段だったので、資金が
なくなってしまって、いよいよと思い、相談に来
ました」という中小企業の経営者や個人事業
主の方が少なからずいらっしゃいます。

しかしながら、結論としては、それでは遅い
のです。

・資金繰りの問題を早めに相談すべき理由

１ 今後に向けた選択肢が複数提示できる可
能性がある

資金繰りの問題は、どうしても相談しにくい内
容です。ですが、早めに相談することで取りう
る対策が複数ある可能性も出てきます。

例えば、今後業績が伸びそうな分野につい
ては、M&Aや組織再編を通じて継続できるよう
試みたり、短期のキャッシュフロー改善のため
に追加融資やリスケを銀行と交渉したり、固定
費削減のために一部資産を売却したりといっ
たものです。

特に、M&Aや組織再編を行うにあたっては、
財務面でのサポートとして、税理士や公認会
計士といった会計の専門家はもちろん、法的
な面でのサポートとして、弁護士のサポートが
必要不可欠です。

そのため、多くの専門家が協力して進めてい
かなければなりませんので、早め早めに動い
ていくことがやはり重要になります。
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２ 倒産の影響をできる限り小さくする動きがで
きる

万が一、やむを得ず倒産を選択する場合でも
早めに専門家に相談しておくことで、従業員や
取引先、顧客といった企業を取り巻く様々なス
テークホルダーに対する影響を小さくするよう
に準備をすることができます。

準備期間が少ないとどうしてもスケジュール
がタイトになり、従業員の解雇や取引先との関
係の整理などへのケアが十分にできないケー
スが多くなり、その分反発も大きくなってしまい
ます。

３ 倒産をするにも相当のキャッシュが必要で
ある

中小企業の場合、この点に関する認識が不
足していることが多いのですが、倒産するため
にもお金が必要になります。

お金がないから破産手続をして倒産するのに
と思われるかもしれませんが、きちんと裁判所
の手続を踏んで行うため、当然一定のキャッ
シュが要求されるのです。

要求される具体的な金額については、事業規
模によって当然異なるのですが、どんなに小規
模な事業であっても、最低でも弁護士に手続を
依頼する費用と裁判所に納める費用とあわせ
て１００万円ほどは必要です。

こうした費用がなければ破産したくても破産で
きないという状況に陥り、従業員や取引先にも
多大な影響を与えてしまいます。

そうした事態にならないためにも、税理士はも
ちろん、弁護士へのご相談も早めに行っていた
だければと思います。

会社の倒産・再生に関連するQ&Aは下記の
事務所サイトにまとめておりますので、あわせ
てご確認ください。

h<ps://www.daylight-
law.jp/110/110017/tousanqa

●編集後記 月刊誌へのコラム掲載

先日、月間経理ウーマンという月刊誌を発行
されている株式会社研修出版から資金繰りに
関する原稿の執筆依頼がありました。

資金繰り対策の一つとしてテナント賃料に関
する家賃交渉のポイントについて、交渉を日々
行う弁護士の観点からまとめさせていただいて
おります。

私が執筆したコラムはトップコラムとして掲載
していただいているようです。

是非お手にとっていただければ幸いです。

書籍詳細▶ 「月間経理ウーマン」 ９月号
『事務所＆店舗家賃の減額交渉』

h<ps://www.kens-p.co.jp/publics/index/92/

今年の夏は連日の長雨が続いておりますの
で、皆様くれぐれもお気をつけください。

※転記フリー※
このニュースレターは転記フリーです。
役に立つと思ったら、転記していただいて結構です。

今回の記事に関するお問い合わせはこちらまで
弁護士 西村 裕一
電話番号: ０９３‐５１３‐６１６１
e-mail：kokura@daylight-law.jp
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